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4.14%

　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　

　　　　

　　

　（単位：千円）

平成20年度

平成20年度平成20年度

平成20年度 平成21年度

平成21年度平成21年度

平成21年度 平成22年度

平成22年度平成22年度

平成22年度 平成23年度

平成23年度平成23年度

平成23年度 平成24年度

平成24年度平成24年度

平成24年度

63,393 134,290 122,167 107,183 171,005

1,638 1,024 817 755 806

2,457 3,220 3,129 3,011 2,985

121 173 106 108 113

2,867 5,147 4,163 6,605 5,674

2 2 1 2 2

70,478 143,856 130,383 117,664 180,585

3,723,447 3,801,843 3,940,882 3,954,185 3,930,986

－

－－

－ －

－－

－ －

－－

－ －

－－

－ －

－－

－

(1.89%)

(1.89%)(1.89%)

(1.89%) (3.78%)

(3.78%)(3.78%)

(3.78%) (3.30%)

(3.30%)(3.30%)

(3.30%) (2.97%)

(2.97%)(2.97%)

(2.97%) (4.59%)

(4.59%)(4.59%)

(4.59%)

平成20年度

平成20年度平成20年度

平成20年度 平成21年度

平成21年度平成21年度

平成21年度 平成22年度

平成22年度平成22年度

平成22年度 平成23年度

平成23年度平成23年度

平成23年度 平成24年度

平成24年度平成24年度

平成24年度

29,648 35,298 23,326 31,620 53,347

38,943 792 0 - -

3,638 3,979 7,186 1,335 1,250
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　○用語解説

　○用語解説　○用語解説

　○用語解説

・一般会計等：地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模：標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・実質赤字額：当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額であり、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の
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・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の

　額を控除した額、法非適用企業の場合：基本的に一般会計等の実質赤字額と同様に算定した額）

・公営企業：地方公共団体が経営する企業（地方公営企業法が適用される法適用企業とそれ以外の法非適用企業に分類）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　指標ともいえます。　　指標ともいえます。

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　より算定します。　　より算定します。

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH24決算数値の場合）

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH24決算数値の場合）　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH24決算数値の場合）

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH24決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b)

比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。
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◎◎◎◎ 実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳

○　「元利償還金等(a)」の内訳○　「元利償還金等(a)」の内訳

○　「元利償還金等(a)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

①元利償還金

0.1 2.7

▲ 8.7

1.5

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額

▲ 16.4

9.0 5.4

3.2

⑤組合等負担等額

2.0

▲ 21.8 ▲ 27.8

1.9

⑥債務負担行為

   皆増

37.0

⑦一時借入金

   皆増

▲ 36.2

元利償還金等(a)

▲ 2.7

0.2

▲ 7.9

2.0

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳○　「算入公債費等の額(b)」の内訳

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

公債費算入（元利）

9.7 9.9 6.0

2.5

公債費算入（準元利）

14.6 4.5 0.0

7.0

事業費補正（元利）

▲ 17.3

8.0 3.2

2.7

事業費補正（準元利）

7.0

▲ 14.8

▲ 9.1

3.8

密度補正（元利）

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b)

3.0 1.1 1.0

3.0

◎　一般会計等の負担額（分子）

◎　一般会計等の負担額（分子）◎　一般会計等の負担額（分子）

◎　一般会計等の負担額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b)

増減率 増減率 増減率

増減率

一般会計等の

負担額

▲ 9.4 ▲ 1.0

▲ 20.0

0.4

H20決算

392,299

392,299392,299

392,299

455,484

455,484455,484

455,484 469,077

469,077469,077

469,077 474,130

474,130474,130

474,130 479,017

479,017479,017

479,017

89,211

847,783

847,783847,783

847,783

0 0

9,579 10,982 11,481

H20決算

99,888

0

0 0 0 0

0 0 0

135,133 122,836158,658

351,996

351,996351,996

351,996

92,07782,586

94,525

94,52594,525

94,525

H22決算 H23決算

0 3,060

760,616

760,616760,616

760,616826,126

826,126826,126

826,126

0 0 0 497

94,074 67,905117,960 120,335

159,765 133,568 145,647 153,506

570,058 570,758

0

0 0 0 0

H20決算 H21決算 H22決算 H23決算

535,648586,405

0 0

281,599

281,599281,599

281,599

H21決算 H23決算H22決算

355,584

355,584355,584

355,584

H21決算

216,851

0

824,661

824,661824,661

824,661

238,305197,756

148,261

0

00

0

0

00

0

493,268

493,268493,268

493,268

258,982

258,982258,982

258,982

12,287

12,28712,287

12,287

252,623

11,481

158,494

158,494158,494

158,494

69,193

69,19369,193

69,193

4,191

4,1914,191

4,191

282,781

282,781282,781

282,781

H24決算

H24決算

H24決算H24決算

H24決算

127,474

127,474127,474

127,474

317

317317

317

776,049

776,049776,049

776,049

0

00

0

H24決算

H24決算H24決算

H24決算

543,854

543,854543,854

543,854

0

00

0

負担額

▲ 9.4 ▲ 1.0

0.4
392,299

392,299392,299

392,299 351,996

351,996351,996

351,996 281,599

281,599281,599

281,599355,584

355,584355,584

355,584 282,781

282,781282,781

282,781
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10.9% 9.6%

◎◎◎◎ 実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳

○　「標準財政規模(c)」の内訳○　「標準財政規模(c)」の内訳

○　「標準財政規模(c)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

標準税収入額等

▲ 2.5 ▲ 6.7

1.6 ▲ 2.1

普通交付税額 2.8 15.2 6.3 2.6

臨時財政対策債発行可能額

55.2 45.8

▲ 21.7

▲ 2.3

標準財政規模(c)

2.1 3.7 0.3 ▲ 0.6

算入公債費等の額(b)

3.0 1.1 1.0 3.0

◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）

　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b)

増減率 増減率 増減率

増減率

比較する財政の

規模

2.0 4.0 0.2

▲ 1.1

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率

増減率

▲ 11.1

▲ 4.8

▲ 20.2

1.5

○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ

H20決算

2,494,682

1,027,629

H21決算

2,433,340

1,056,331

単年度の実質公

単年度の実質公単年度の実質公

単年度の実質公

債費の比率

債費の比率債費の比率

債費の比率

3,954,185

3,954,1853,954,185

3,954,185

2,269,126

1,216,485

2,304,609

1,293,090

H20決算 H21決算

12.00438928

12.0043892812.00438928

12.00438928

3,437,718

3,437,7183,437,718

3,437,7183,332,766

3,332,7663,332,766

3,332,766

201,136

455,484

455,484455,484

455,484

3,940,882

3,940,8823,940,882

3,940,882

2,256,575

2,256,5752,256,575

2,256,575

3,267,963

3,267,9633,267,963

3,267,963

H20決算

3,723,447

3,723,4473,723,447

3,723,447

3,475,168

3,475,1683,475,168

3,475,168

8.10317659

8.103176598.10317659

8.10317659 8.22583470

8.225834708.22583470

8.22583470

H22決算 H23決算 H24決算

10.15348084

10.1534808410.15348084

10.15348084

H21決算

312,172

10.66933592

10.6693359210.66933592

10.66933592

3,466,752

3,466,7523,466,752

3,466,752

H22決算

469,077

469,077469,077

469,077

3,801,843

3,801,8433,801,843

3,801,843

H24決算

348,203

348,203348,203

348,203

493,268

493,268493,268

493,268

479,017

479,017479,017

479,017

3,930,986

3,930,9863,930,986

3,930,986

H24決算

H24決算H24決算

H24決算

356,486

H22決算 H23決算

474,130

474,130474,130

474,130

1,326,208

1,326,2081,326,208

1,326,208

455,271

H23決算

848 

848 848 

848 

825 

825 825 

825 

826 

826 826 

826 

761 

761 761 

761 

776 

776 776 

776 

700 

800 

900 

百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

392

392392

392

356

356356

356

352

352352

352

20%

25%

350

400

450

百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

○用語解説

○用語解説○用語解説

○用語解説

・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額

・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額

・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額

・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度

　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの

・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子

・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

H20決算 H21決算 H22決算 H23決算 H24決算

①元利償還金 ②積立不足額

③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ⑥債務負担行為

⑦一時借入金

282

282282

282

283

283283

283

11.7%

11.7%11.7%

11.7%

11.5%

11.5%11.5%

11.5%

10.9%

10.9%10.9%

10.9%

9.6%

9.6%9.6%

9.6%

8.8%

8.8%8.8%

8.8%

12.0%

12.0%12.0%

12.0%

10.7%

10.7%10.7%

10.7%

10.2%

10.2%10.2%

10.2%

8.1%

8.1%8.1%

8.1%

8.2%

8.2%8.2%

8.2%

0%

5%

10%

15%

0

50

100

150

200
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H20決算 H21決算 H22決算 H23決算 H24決算

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）

・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入

　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。

　　を示す指標ともいえます。　　を示す指標ともいえます。

　　を示す指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成24年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

　　・平成24年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）　　・平成24年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

　　・平成24年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

　　する上で有益です。　　する上で有益です。

　　する上で有益です。

13.3%13.3%13.3%13.3%

遠賀町
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将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率
平成24年度平成20年度

平成24年度

将来負担比率

493,268

＝

▲ 701,719

3,437,718

3,930,986

10,981,460

－

－－

－

－

－－

－

＝

10,279,741
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平成21年度

－－－－

◎◎◎◎ 将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳

○　「将来負担額(A)」の内訳○　「将来負担額(A)」の内訳

○　「将来負担額(A)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

①地方債の現在高

▲ 2.0

2.6 0.7

▲ 0.2

②債務負担行為 29.6 18.5

▲ 12.2

▲ 4.6 ###

③公営企業債等繰入見込額
▲ 7.3 ▲ 3.4 ▲ 6.4

4.2 ###

④組合等負担等見込額

▲ 16.9 ▲ 13.8

▲ 6.4

26.7 ###

⑤退職手当負担見込額

▲ 10.4

▲ 0.9 ▲ 6.4

▲ 0.3 ###

⑥負担見込額〔地方道路公社〕

###

⑦負担見込額〔土地開発公社〕

###

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕

###

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額

###

⑪組合等連結実質赤字額

将来負担額(A)

▲ 4.9 ▲ 0.1 ▲ 2.5

2.2

○　充当可能財源等(B)

○　充当可能財源等(B)○　充当可能財源等(B)

○　充当可能財源等(B)

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

充当可能基金

▲ 3.6

3.1 0.0 3.5

特定歳入〔都市計画税以外〕

1.6 0.5

▲ 11.2

▲ 6.6

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額

2.8 2.1 1.2 2.2

充当可能財源等(B) 0.2 2.4 0.2

2.4

◎　実質的な将来負債額（分子）

◎　実質的な将来負債額（分子）◎　実質的な将来負債額（分子）

◎　実質的な将来負債額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕

増減率 増減率 増減率

増減率

6,372,246

6,372,2466,372,246

6,372,246

0

00

0

4,223,504

4,223,5044,223,504

4,223,504

385,710

385,710385,710

385,710

H24決算

574,626

574,626574,626

574,626

0

00

0

0

00

0

10,279,741

10,279,74110,279,741

10,279,741

00

0

00

0

788,325

788,325788,325

788,325

0

790,703

0

0

00

10,864,539

10,864,53910,864,539

10,864,539

10,428,230

10,428,23010,428,230

10,428,230

4,107,374

5,865,877

H21決算

0

10,453,358

10,453,35810,453,358

10,453,358

6,031,708

H21決算H20決算

10,333,463

10,333,46310,333,463

10,333,463

454,979

0

H20決算 H22決算

4,080,065

462,439

6,160,027

0

951,275

0

677,040

3,307,166

562,350

0

0

0

0

H20決算

3,064,505

H21決算

5,683,6885,797,288

170,804131,770

0

4,079,333

0

0

00

0

0

00

0

0

0

0

0

0

3,959,211

0

00

0

H23決算

10,062,177

10,062,17710,062,177

10,062,177

0

0 0

10,726,788

10,726,78810,726,788

10,726,788

464,802

0

10,981,460

10,981,46010,981,460

10,981,460

0

0

10,320,542

10,320,54210,320,542

10,320,542

10,704,894

10,704,89410,704,894

10,704,894

H22決算

412,942

6,234,513

H23決算

2,885,876

2,885,8762,885,876

2,885,876

202,341

2,960,239

5,870,822

H24決算

453,598

169,581

169,581169,581

169,581

5,861,333

5,861,3335,861,333

5,861,333

2,769,338

177,716

H22決算 H23決算

5,828,838

852,116

484,753

844,371

H24決算

実質的な将来負債額

   皆減

▲ 384,352

▲ 384,352▲ 384,352

▲ 384,352 ▲ 664,611

▲ 664,611▲ 664,611

▲ 664,611▲ 119,895

▲ 119,895▲ 119,895

▲ 119,895436,309

436,309436,309

436,309

▲ 701,719

▲ 701,719▲ 701,719

▲ 701,719



40 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　遠賀町
◎◎◎◎ 将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

標準財政規模（C）

2.1

3.7 0.3 ▲ 0.6

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の

算入公債費等の額(D)

3.0

1.1 1.0 3.0

◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）

　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕

増減率 増減率 増減率

増減率

比較する財政の規模

2.0 4.0 0.2

▲ 1.1

○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ

493,268

493,268493,268

493,268

3,466,752

3,466,7523,466,752

3,466,752 3,475,168

3,475,1683,475,168

3,475,168

3,437,718

3,437,7183,437,718

3,437,718

H22決算 H24決算H23決算

469,077

3,954,185

474,130 479,017

H22決算

3,267,963

3,267,9633,267,963

3,267,963

H20決算 H21決算

3,332,766

3,332,7663,332,766

3,332,766

3,723,447 3,801,843

H21決算H20決算

455,484

3,930,986

3,930,9863,930,986

3,930,986

H23決算

3,940,882

H24決算

10,865 

10,865 10,865 

10,865 

10,333 

10,333 10,333 

10,333 

10,321 

10,321 10,321 

10,321 

10,062 

10,062 10,062 

10,062 

10,280 

10,280 10,280 

10,280 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

H20決算 H21決算 H22決算 H23決算 H24決算

百万円

将来負担額（A）の総額及び内訳

①地方債の現在高 ②債務負担行為

③公営企業債等繰入見込額 ④組合等負担等見込額

⑤退職手当負担見込額 ⑥負担見込額〔地方道路公社〕

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕

10,428 

10,428 10,428 

10,428 

10,453 

10,453 10,453 

10,453 

10,705 

10,705 10,705 

10,705 

10,727 

10,727 10,727 

10,727 

10,981 

10,981 10,981 

10,981 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

H20決算 H21決算 H22決算 H23決算 H24決算

百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳

充当可能基金

特定歳入〔都市計画税以外〕

特定歳入〔都市計画税〕

○用語解説

○用語解説○用語解説

○用語解説

・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高

・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出

　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）

・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが

　　必要と見込まれる額

・④組合等負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と

　　見込まれる額

・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に

　　おいて実質的に負担することが見込まれる額

・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

　　： 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額やその者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・

　 　経営状況を勘案して一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額

⑨負担見込額〔地方独法〕 ⑩連結実質赤字額

⑪組合等連結実質赤字額

436

436436

436

▲

▲▲

▲ 120

120120

120

▲

▲▲

▲ 384

384384

384

▲

▲▲

▲ 665

665665

665

▲

▲▲

▲ 702

702702

702

3,268 

3,268 3,268 

3,268 

3,333 

3,333 3,333 

3,333 

3,467 

3,467 3,467 

3,467 

3,475 

3,475 3,475 

3,475 

3,438 

3,438 3,438 

3,438 

13.3%

13.3%13.3%

13.3%

0.0%

0.0%0.0%

0.0%

0.0%

0.0%0.0%

0.0%

0.0%

0.0%0.0%

0.0%

0.0%

0.0%0.0%

0.0%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

▲ 1,000

▲ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H20決算 H21決算 H22決算 H23決算 H24決算

実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

実質的な将来負債額（分子） 比較する財政の規模（分母） 将来負担比率

交付税算入見込額

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額

・⑪組合等連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。


